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 施策分野１ 子どもがすこやかに育つ環境づくり 

基本施策２ 放課後対策の総合的な推進 

修正版
平成２７年２月１３日  

 新潟市こども未来課 

子ども・子育て支援事業計画書（案） 

◎ 「放課後児童クラブ」は、保護者が労働などにより昼間家庭にいない小学校な

どに通う子どもたちに、遊びや生活の場を提供し、その健全な育成を図る事業で

あり、女性の就労の増加や少子化が進行する中、仕事と子育ての両立支援、児童

の健全育成対策として重要な役割を担っています。 

◎ 本市では放課後児童クラブを利用する児童が年々増え続けており、公設クラブ

の施設整備や運営を行うとともに、民設クラブの運営助成を行い、待機児童を出

さないよう受入れ、地域の子どもたちを地域で見守る体制を整えてきました。 

◎ 放課後児童クラブの運営は、社会福祉法人、ＮＰＯ法人、学校法人、保護者会、

生活協同組合、株式会社など多様な団体が行っており、さらに、平成26年度から、

モデルとして、３つの地域コミュニティ協議会が放課後児童クラブの運営を開始

しました。 

◎ 子どもふれあいスクール（※注）事業においては、地域の協力を得て実施校を

増やし、放課後などの子どもの居場所づくりを進めました。 

  ○放課後児童クラブ施設数、在籍児童数… 

H21：107施設、5,941人 ⇒ H26：128施設、7,375人 

  ○子どもふれあいスクール実施小学校数… H21：42校 ⇒ H26：67校 

これまでの取組と成果 

放課後児童クラブの施設整備状況の推移 

※注 新潟市では、放課後子供教室を「子どもふれあいスクール」と呼んでいます。 

資料 ２

※下線部が変更箇所



◎ 児童福祉法の改正により

ともに、設備および運営

した。 

◎ 「新潟市放課後児童健全育成事業

成26年10月7日に制定され

本市の公設、民設全ての

最低基準を超え、設備および

があります。 

◎  小学生児童数は年々減少

が放課後を安心、安全に

今後も増えることが見込

童クラブと子どもふれあいスクールの

策が必要とされています
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により、全小学生が放課後児童健全育成事業の

運営の基準について、条例で規定することが義務付

後児童健全育成事業の設備及び運営の基準に関する

され、平成27年4月1日を施行予定としています

ての放課後児童クラブが、この条例の基準を

および運営を向上させていくための体制を整

年々減少し、今後も伸び悩むと推測される一方で

に過ごせる場として、放課後児童クラブに対するニーズは

見込まれており、子どもふれあいスクールの整備

どもふれあいスクールの一体型（※注）を含む、総合的

とされています。 
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◇ 生活するスペースや静養するスペースをきちんと確保してあげないと、子ども

たちが安心して過ごせる場所や、魅力がある場所にならない。 

◇ 高学年受け入れに際し、人数のあふれているクラブの施設整備について、早め

に着手すべきである。子どもたちの放課後の居場所確保には、地域の協力と理

解も必要である。 

◇ 子どもふれあいスクールや児童館など、地域の子が使える社会資源を生かし、

各々が機能を果たしたうえで、連携していくべきである。 

◇ 地域の子どもを地域で育てる仕組みが必要。地域も真剣になって子どもたちの

放課後のことを考えていかなければならない時代になってきている。 

◇ 子どもたちが放課後の環境条件の中でいかに育っていくかに焦点を当て、子ど

もの育ちをどのように図っていくかという観点で、新潟市の放課後児童クラブ

の条例の基準を定めることが必要と考える。 

◇ 子どもと保護者の家庭での関係が、愛情でしっかりと結ばれたうえで、地域や

学校での生活が成り立つ。保護者の全てのニーズを満たすことが必ずしも良い

こととは言えない。

子ども・子育て会議などでの意見 

◎ 放課後児童健全育成事業者に対し、研修や情報交換会を行い、公設・民設を含め

た本市の放課後児童クラブ全体が、条例の基準を満たし、常に最低基準を超え、

設備および運営を向上させるよう図っていきます。 

◎ 小学校 6年生までを受け入れ対象とし、必要な量の見込みを確保するため、学校

施設などを活用しながら、施設整備を行っていきます。 

◎  子どもふれあいスクールや小学校、地域コミュニティ協議会をはじめとした地域

などとの連携を進めることなどで、子どもたちに安心安全な生活の場を提供する

だけでなく、活動の幅を広げ、多様な体験、活動を行うことができる事業となる

よう取り組みます。 

取り組みの方向性 

成果指標 

平成26年度（5月1日現在）

7,375人 
平成 31年度（見込み） 

 10,831人 

平成 26年度（9月1日現在）

1.93回
平成31年度（見込み） 

2.5 回 

子どもふれあいスクールの週当たりの平均開催日数

放課後児童健全育成事業を利用する児童数

子どもふれあいスクールと放課後児童クラブとの一体型実施ヵ所数

平成２６年度（５月１日現在）

     １ヵ所 
平成 31年度（見込み） 

 20 ヵ所 

※追加
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主な取り組み 

(1) 必要な量の見込みと確保方策

児童福祉法の改正に合わせ、放課後児童クラブは、小学 6 年生までが対象となり

ます。 

本市ではニーズ調査結果および調査時点で 5 歳児だった小学 1 年生の平成 26 年 4

月の放課後児童クラブの利用状況を反映して算出した、今後 5 年間の必要な量の見

込みを確保するため、学校施設などを活用しながら、放課後児童クラブの整備を行

っていきます。 

２ 放課後児童クラブの整備 

(1) 「新潟市放課後児童健全育成事業の設備及び運営の基準に関する条例」に

定める基準に沿った運営 

① 職員 

支援の単位（おおむね児童 40 人以下）ごとに放課後児童支援員資格をもつ職

員を 2人以上配置する必要があります。 

このことを基本としながら、うち１人を補助員に代えることができるという

規定もありますが、本市では、人材育成を図る観点から、補助員であっても、「放

課後児童健全育成事業に従事した日から 3 年以内に放課後児童支援員となるこ

とが見込まれるもの」としています。 

② 施設・設備 

遊びおよび生活の場としての機能並びに静養するための機能を備えた区画を

児童１人につきおおむね１.65 ㎡以上確保する必要があります。（専ら事務の用

に供する部分、便所その他これらに類するものを除きます。） 

5 年間の経過措置期間内に、施設整備を進めていきます。 

(2) 放課後児童健全育成事業者への研修と情報共有 

平成 26 年度から、本市の放課後児童健全育成事業者および従事している職員

を対象に研修や情報交換会を実施しており、新制度における運営について、「新

潟市放課後児童健全育成事業の設備及び運営の基準に関する条例」の内容を中心

に情報共有を行い、各クラブの状況などを話し合う機会を設けています。 

市全体の放課後児童健全育成事業の質の向上を図るために、今後も公設・民設

の事業者・職員への研修実施と情報共有に努めていきます。 

１ 放課後児童クラブ全体の質の向上 
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必要な量の見込 
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本市の放課後児童クラブは、昭和 41 年 9月、鏡淵、入舟、桃山、木戸の 4施設で、父母

会または運営委員会が有償ボランティアを指導員とし、地域の子どもたちを地域で見守る

ような形で、運営をスタートさせました。 

運営主体はそれぞれ違っていましたが、当初から「ひまわりクラブ」という名称が使わ

れており、平成 5年に公設化されました。 

核家族化の進行と女性の社会進出を背景に需要は高まり続け、平成 26 年 10 月現在、公

設のひまわりクラブは 80 クラブ 104 施設に、民設の放課後児童クラブは 26 クラブに増え

ました。 

運営は、社会福祉法人や NPO 法人、学校法人、保護者会、生活協同組合、株式会社、地

域コミュニティ協議会など多様な団体が行っています。 

民設の放課後児童クラブは、ひまわりクラブの大規模化の解消や、ひまわりクラブ未設

置小学校区での開設など本市の放課後児童健全育成事業において、重要な役割を担ってい

ます。 

コラム 

(1) 子どもふれあいスクールの整備

新たに実施を希望する小学校区を調査、把握し、実施に向けて取り組むとともに、

現在実施しているふれあいスクールについても、事業内容のさらなる充実を図り、

平成 31 年度までに開催日数の平均を週 2.5 回とすることを目指していきます。

(2) 連携の推進 

新潟市放課後子どもプラン推進委員会を設置しており、本市の放課後対策事業実

施方法のあり方について検討しています。 

また、放課後児童クラブと子どもふれあいスクールの所管課や関係者が集い、各

小学校の実情に合わせた両者の連携や一体型の実施について、具体的に意見交換を

行い、平成 31 年度までに、20 カ所の一体型の実施を目指していきます。

全ての就学児童が放課後を安心、安全に過ごし、多様な体験、活動ができるよう、

子どもふれあいスクールや小学校、地域コミュニティ協議会をはじめとした地域な

どと連携しながら、総合的な放課後対策について取り組んでいきます。 

(3) 共通理解 

平成 25 年度から、子どもふれあいスクール事業研修会へ放課後児童クラブ職員

が参加するなど、子どもふれあいスクール運営主任、スタッフおよび放課後児童ク

ラブ職員、両者の共通理解を図る取り組みを行っています。今後も継続して行って

いきます。 

３ 子どもふれあいスクールや小学校、地域などとの連携 

新潟市の放課後児童クラブの歴史 


